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論文内意要旨
 従来の商品作物についての研究は,生産を中心にしたものが多い。商品作物は一般の農作物に比
 べるときわめて企業性の高いものである。花卉は,その中にあって更に敏感に需要傾向が生産に強
 く反映し,栽培花卉の種類,品種,栽培型,出荷期及び生産量等の選択が行なわれている。本論文
 においては,花卉の生産と消費の両面からわが国の花卉園芸の地域的特色を明らかにしたい。
 (1)わが国の花卉園芸は,第二次大戦中は食糧増産のため作付統制が施行され,営利栽培は一時絶
 滅状態となった。戦後の花卉園芸の発展に大きく寄与したのは臼)経済の高度発展による国民の
 生活水準の向上に伴なう花卉需要の増加(・)政策a)花卉産地の集団化b)花卉生産拡大の
 ための経営資金の導入←り花卉生産技術の向上a)植物生態学の研究と応用b)農業用ビニ
 ール等の利用による不時栽培の実現。)花卉の品種改良による新品種の育成等があげられる9
 (2)1973年の花卉栽培面積は12,394細で,種類別f乍付面積の割合は,切花類74,3%,花
 卉球根類17,4%,鉢物類7.1%,花壇用苗物1.2%である。花卉生産額は669.1億円で切花
 類70.0%,鉢物類22.2%,球根類6,8%,花壇用苗物LO%で,いずれもわが国の花卉園
 芸は切花中心といえる。中でもきく,カーネーーシ・γが切花栽培面積の38.6%。生産額の55.7
 %を占める。
 (3)栽培型別にみた花卉栽培面積の露地と施設の比は77=33である。1960年と1973年
 の14年間の露地及び施設の伸び率についてみると,鹿地162%に対し施設は670%と大き
 い。
 生産額の露地と施設の比は36:64で,栽培面積に比べて露地の生産額は低い。最近14年
 間の伸び率は露地511%に対し,施設は1,384%と上昇が著るしい。施設の中でも加温室と
 無加温室を比較すると,栽培面積,生産額ともに前者に比率が高く,逐年の伸び率も大きい。
 (4)花卉栽培は他の農作物に比べて単位面積あたりの資本,労働力を多く投下してきわめて集約的
 な生産が行なわれている。栽培種類からみると,球根・露地切花に比べて温室切花や鉢物生産は
 土地生産性・労働生産性ともに高い。
 (5)花卉園芸は商品的性格が強いために,科学的な栽培と同時に温室や土地の高度利用が行なわれ
 る。露地栽培の技術は一般に容易であるが収益性が最も低い。高収益をあげるために生産者は高
 い栽培技術を必要とする。花卉の生理型態を応用した温室利用による不時栽培は需要に応じた出
 荷期の選択ができ,有利な経営といえる。都市近郊及び暖地に施設栽培の拡大が著るしい。
 (6〕花卉生産の立地をみると鉢物類は輸送困難なことから都市近郊に立地し,切花類は高冷地及び
 暖地の輸送園芸地帯と都市近郊に立地している。種子や球根類は貯蔵ができ,且つ長距離輸送に
 耐えるため市場距離は制約条件とはならず,自然的適地の高冷地(種子)や日本海沿岸〔チュー
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 リップ,アイリスなど)や暖地の島(てっぽうゆり,フリージアなど)に生産がみられる。
 {7]暖地及び高冷地の花卉生産は,適地適作が原則である。冬の温暖な気候や夏の冷涼な気候を利
 用して他の地域の出荷に先んじた市場供給または端境期をねらった生産を行なっている。
 暖地は冬の市場に露地切花や促成切花の供給を行吟夏の市場での高級花の不足は高冷地が補っている。
 従来はそれぞれの気候を利用した露地栽培が主体であったが,最近は,次第に施設栽培が増加し,
 品質の向上と出荷期の幅を広げっっある。
 特に暖地の施設栽培の増加は著るしい。冬期の加温費が都市近郊に比べて少なく,安い生産費
 で良質の花卉を供給している。高冷地の施設栽培は面積では暖地に及ばないが,年々増加の傾向
 にある。夏期中心の出荷期を加温により市場価格のあがる年末り需要期まで延長させる例がカー
 ネーション栽培にみられる。
 (8)都市近郊産地は市場近接という位置的有利性を生かした生産を行っている。温度の高度利用に
 よる1・2年生薑花の短期生産,遠郊産地で半育成した鉢物類の仕上げ,長距離輸送の困難な鉢
 物類や高級切花類,単価の安い割に輸送費のかかる大衆花の生産などが行なわれている。施設栽
 培は遠郊産地に比べて資本と高度の技術を要する生産が多く,少量多品目生産で周年出荷型を示
 す。
 (9)戦前の花弁生産は主として都市近郊に行なわれたが,戦後の特色は輸送園芸地帯に新産地が形
 成され,従来の都市近郊の産地は切花生産から鉢物生産に移行している例がみられる。宅地化,
 都市化の進展による農地の潰廃が都市近郊産地の生産減少の結果を招き,特に大阪及ひ東京の区
 部にこの現象は著るしい。これに対し長野,兵庫,愛知,埼玉静岡の諸県の栽培面積の拡大は
 めざましい。
 〔10わが国の農家数が最近減少の方向にあるのに対し,花卉栽培農家は増加の傾向を示す。花卉経・
 営規模0.1細以上の栽培農家の平均経営規模はO.22勧できわめて零細である。全国平均経営規
 模をこえるのは北海道,南九州,山陰の比較的大消費市場から遠い諸地方で、や㌧粗放的な切花
 及び球根栽培が行なわれている。これに対し経営規模の小さな東海,近畿,南関東の諸地方は市
 場近接と温暖な気候を生かした施設栽培によるきわめて集約的な切花生産を行なっている。これ
 らの地方には全花卉栽培農家数の45.5%が集中し,なかでも大消費市場をもつ南関東は18.9
 %を示す。
 ⑳1973年の花卉(切花・鉢物類)栽培面積102万aの地方別割合をみると,1位が関東で
 42.9%を占め,2位の近畿とあわせると57.5%を示す。露地面積では関東,近畿が全体の
 62.5%,施設面積は関東,東海が54%である。生産額623億円の40%は関東が占め,東
 海,近畿とあわせると実に71.0%にあたる。栽培面積,生産額ともに大消費都市をもつこれら
 3地方に集中している。
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 e2花卉栽培面積は長野県が1位で全国のlLO%を占め,上位4位までの静岡,愛知,千葉を加
 えると全体の3L8%にあたる。生産額では1位が愛知県(16,0%)で,静岡,長野,千葉の
 順位となり4県の全国比は38.0%を示す。
 〔131花卉栽培面積上位10都府県の全国比は1960年の75,6%から年々減少し,1973年に
 は54、6%を示すに至った。生産額についてもほぼ同様の傾向がみられ,花卉の生産は次第に他
 の諸県にも増加が認められ,全国的平均化の方向にある。
 (141花卉生産額は他の農作物の生産額に比較して最近14年間の伸び率はきわめて著るしい。米
 230%,果物400%,野菜590%,農業生産額総計340%に対し850%を示す。
 〔15〕わが国の花卉生産額は関東,東海の2地方で高く,全体の48.5%を占める。施設生産額では,
 この2地方で全体の57.2%を示す。最近の伸び率は,関東,近畿でやN停滞し,東海,九州に
 増加がみられる。市場条件に恵まれない北海道,東北,北陸の諸地方は伸び率は高いが,生産額
 そのものはきわめて低い。
 (i6〕花卉生産上位10都府県の全国比61.9%のうち愛知、静岡,長野,千葉の4県が38%を占
 める。高冷地の長野県を除く3県は,いずれも大消費地に近い市場条件と,温暖な気候条件を生
 かした施設園芸が盛んである。
 ㈲栽培型別生産額では露地生産額年間10億円以上は長野,静岡,千葉,兵庫,埼玉,奈良,愛
 知,東京で全国の56,9%を占める。なかでも長野県は17,2%を占め夏の露地切花生産額の高
 いことが示される。
 ⑱施設生産額のうち加温温室生産額10億円以上は愛知,神奈川,静岡,埼玉,千葉,兵庫,福
 岡の7県で,加温温室生産額の56.1%を占める。なかでも愛知は17.6%と高く,電照ぎくと
 観葉植物の生産の増加がみられる。無加温温室生産額10億円以上は愛知,静岡の2県で,全体
 の44,9%を占める。全国的傾向として露地生産額は年々減少し,施設生産額が増加している。
 なかでも加温温室の伸び率が最も大きく,無加温,露地の順に低い。
 (⑨わが国の花卉生産額は、切花類,鉢物類、花卉球根類の順位を示す。切花類のおもな生産県は愛
 知,長野,静岡,千葉の4県で全体の39.7%を占める。夏期出荷期の長野県を除けば,他は冬
 期出荷型の暖地の生産県である。
 ⑫①わが国の花卉栽培は,農家の副業的経営のもとに行なわれており,花卉粗収入が農家粗収入の
 80%以上を占める農家は,全花卉栽培農家数のわずか16.4%にすぎず,きわめて零細な経営
 が多い。花卉粗収入80%以上の農家数の50,4%が関東及び東海の2地方に集中している。
 伽わが国の花卉生産はきわめて市場指向性が強く,切花中心の需要に追従した生産型がみられる。
 種類ではきくとカーネーションが切花市場入荷量の80%を占め,需要の年平均化に伴なう周年供
 給型を示す。栽培型も露地が減少し,資本,労働力ともに集約的な施設栽培が増加している。
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 ⑳戦前に比べ戦後の花卉消費は用途性の多様化,消費量の増加,年間需要の平均化が進み,市場
 入荷量にも季節的変動が減少した。各生産地はそれぞれの立地条件にもっとも適した花卉の種類
 や品種,栽培型の選択により花卉の不時栽培を行ない周年の需要にこたえている。
 瞬わが国の1人あたりの年間花卉消費額1,000円をこえる高い都府県は東京・大阪・京都・福
 岡で、いずれも大都市を含む。特に東京都は最高の花卉消費額を示し,第2位の大阪府とあわせ
 ると,全国の37.7%を示す。花卉消費額は人口の多い大都市を抱える都府県に高い。年間花卉
 購入費からみた全国世帯と,都市世帯との比較では後者に高い。
 伽花卉消費の62%を占める上位7都府県のうち,東京,兵庫を除いて近年伸び率の低下がみら
 れるようになり,花卉消費の地域的平均化の傾向が認められる。また7都府県の花卉消費額を全
 国比からみた場合にも比率の低下が示され,地域平均化の傾向がうかがわれる。
 鱒都市規模別に花卉消費を比較した場合にも,消費額は大都市ほど多いが,逐年の伸び率はむし
 ろ中小都市,町村に高く,平均化の方向に進んでいる。
 ㈲わが国の花卉(切花・鉢物類)生産は高冷地を除くと京浜・中京・京阪神・北九州などの人口
 の多い大消費都市を抱えた地方に多く,関東以西の太平洋岸及び瀬戸内海沿岸や九州の沿岸部に
 産地が形成されている。こ』では温暖な気候と市場近接の有利な条件を生かした生産が行なわれ、
 特に施設栽培の発展が著るしい。
 わが国の花卉の生産と消費はともに大消費人口の多い大都市または大都市に近接した地方に多
 い。しかし最近の傾向として生産・消費ともに全国平均化の方向に少しづっではあるが進んでい
 る。
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 論文審査の結果の要旨
 枡山陽子提出の博士論文は「我国に於ける花卉園芸の地理学的研究」と題し,4章からなってい
 る。花卉園芸は一般7》農業と異な肱設備・手入れなどに大量の資本と労働力との投入を必要とする,
 きわめて集約的な農業形態であり,それゆえに経済地理学的に興味のある多くの問題点を蔵し.てい
 る。
 本論文ではまず花卉園芸発達の概略を述べたのち観点を戦後にしぼり,生産と需要との変化を説
 明している。ついで第2章では花卉生産の立地条件を分析し,気候を主とする自然条件と市場の関
 係とがおもな立地条件であることを明かにした。第3章では市場への花卉の入荷量を検討して,花
 卉の栽培が大都市を中心とする大市場での需要に影響され,そこへの供給を円滑にするように種々
 のくふうがなされて,近郊・遠郊・高冷地など各種の栽培地を分化させる要因になったことを明か
 にしている。第4章では花卉栽培面積・生産額・栽培農家の比率などの全国的分布を論じ,それら
 が主として大市場圏との距離的な関係で説明できるという結論を出した。また花卉消費の分布の検
 討からも大都市圏の優位を認めたが,一方では大都市とそれ以外の地域との問の差が減少しつつあ
 ることを指摘している。
 以上を通じて本研究は極度に集約的な農業様式をとり上げて,農業立地の原則的な面を実例によ
 って明かにした点に特色があり,理学博士の学位論文として合格であり,枡山陽子は自立して研究
 を行うにたる学力を有することを認めた。
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